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特集 スマートシティ　都市のデジタルトランスフォーメーション

要　約

1	 データ活用という点でスマートシティへの関心があらためて高まる中で、「プラットフ�
ォーマー」と呼ばれる、デジタルエコシステムの中核となるサービスの基盤（プラット
フォーム）を提供するプレイヤーへの注目が集まっている。基盤は複数のレイヤーで構
成されており、デバイスの管理やデータの蓄積から分析、アプリ開発まで、さまざまな機
能が実装されている。

2	 プラットフォーマーには、都市インフラや設備管理のICT基盤を提供する「IoTプラッ
トフォーマー」（シーメンス、シスコなど）や、住民向けのデジタルサービスを提供す
る「ITプラットフォーマー」（グーグル、アリババなど）が存在し、外部パートナーを
自社のエコシステムに巻き込みながら、データ活用の主導的な立場を獲得している。

3	 プラットフォーマーがスマートシティに関与し、データ活用に必要なサービスを提供す
ることで、①ICTインフラの共同利用の促進、②分野横断的なデータ基盤の提供、③ア
プリケーションの開発・流通基盤の提供などの効果がもたらされる。多様な企業や自治
体が関与する中で、このような機能を提供するプラットフォーマーの存在意義は大きい。

4	 日系企業は、日立製作所やNECを中心にIoTプラットフォームビジネスへの取り組みを
進めているが、外部パートナーを巻き込んだエコシステムの構築には課題がある。ま
た、世界各国でプライバシー保護の意識が高まり、ITプラットフォーマーに逆風が吹く
中、既存のプラットフォーマーとは異なる差別化されたICT基盤の提供にも注力する必
要がある。

Ⅰ　スマートシティの新潮流
Ⅱ　プラットフォーマーの台頭
Ⅲ　プラットフォーマーのビジネスモデル
Ⅳ　プラットフォーマーの果たす役割
Ⅴ　日系企業におけるプラットフォームビジネス
Ⅵ　日系企業の事業展開への示唆
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により、行政サービスやインフラ・不動産の
維持管理などに役立てようという期待が高ま
っていることだ。この数年の間で、AI（人
工知能）と名のつくソリューションが、各社
からさまざまに提案されてきた。都市空間か
ら得られる膨大なデータをリアルタイムに解
析・学習し利用することができれば、スマー
トシティにかかわる企業・自治体がより深く
都市インフラの状態や住民の行動パターンを
理解し、サービスや業務を高度化することが
できる。企業や自治体は、都市空間から得ら
れるデータの蓄積には従来から積極的であっ
たが、データを解析・意味化し自己学習する
ような利活用のモデルの構築には関心が低
く、そのポテンシャルを見過ごしてきてい
た。スマートシティは、都市空間におけるデ
ータの利活用のあり方を示すモデルケースと
して期待が高まっている。

データ駆動型のスマートシティは、都市の
魅力度と国際的な競争力を向上させ、都市に
立地する企業や生活する住民だけでなく、そ
の周囲にも経済波及効果をもたらすと期待さ
れている。海外では、シンガポールやカナ
ダ・トロント市、中国・雄安新区などを中心
にグランドデザイン作りが先行している。都
市全体としてこのようなデジタルテクノロジ
ーを活用しやすい環境を整え、暮らしや働き
方、企業活動をより良くする取り組みに期待
が高まっている。

Ⅱ	プラットフォーマーの台頭

スマートシティでは、これまでシスコに代
表される通信機器メーカーや、ベライゾン・
コミュニケーションズ、NTTなどに代表さ

Ⅰ	スマートシティの新潮流

スマートシティがあらためて注目されてい
る。これまで欧米を中心に数多くの都市が、
公共サービスや行政業務へのICTの活用を目
指してスマートシティに取り組み、分散型エ
ネルギーの利活用や省エネ化、上下水道運用
の高度化などで成果を上げてきた。その中で
今、都市活動から生じるデータの活用に注目
する「データ駆動型スマートシティ」、ある
いは「スーパーシティ」という新しいコンセ
プトが提唱され始め、再び脚光を浴びている。

データの活用という観点からスマートシテ
ィが注目され始めた背景は二つある。一つは
次世代の通信技術の登場だ。今後、高速／大
容量、超低遅延、多数同時接続を可能とする
5Gの携帯通信網や、低消費電力、低ビット
レ ー ト、 広 域 カ バ レ ッ ジ を 可 能 と す る
LPWAN注1の通信サービスが整備される。こ
のような次世代の通信技術が特定の都市に先
行的に集中整備されれば、自動運転車やドロ
ーン、サービスロボットなどの次世代の駆動
装置（アクチュエーター）の遠隔操作や、
AR注2／VR注3など直観的で複雑な情報を理
解・共有できるインターフェースの利用を推
進できる。これらのサービスは、「遠隔で操
作する」「人手を省く」「無人化する」を実現
するものが多く、既存の制度では実現が困難
であるため技術実証の場が必要であり、スマ
ートシティという行政を巻き込んだ形の実証
の場作りが必要である。スマートシティは、
デジタルイノベーションのショーケースとし
て期待されている。

もう一つは、ビッグデータを解析・意味化
し自己学習する汎用的なアルゴリズムの登場
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れる通信事業者、IBMやNECなどに代表さ
れるシステムインテグレーター（SIer）が、
通信技術の実装や業務システム構築などで主
導的な役割を果たしてきた。データ駆動型ス
マートシティにおいても、これらの企業によ
るICTインフラの整備への貢献が期待される。

本稿では、「プラットフォーマー」と総称
されるビジネスモデルがスマートシティ分野
で台頭し、データ駆動型スマートシティに関
与し始めていることに注目する。プラットフ
ォーマーとは、データを通じて企業と企業、
あるいは人と人とが緩やかにつながり、相互
作用する場を提供する存在であり、デジタル
エコシステムの中核となるサービスの基盤

（プラットフォーム）を提供する企業であ
る。スマートシティ分野におけるプラットフ
ォーマーには、都市インフラや設備同士をつ
なげるIoTインフラを提供する「IoTプラッ
トフォーマー」と、都市住民と企業をWeb
サービス上でつなげる「ITプラットフォー

マー」（いわゆるGAFA、BATと呼ばれる巨
大IT企業）の 2 種類が存在する。

IoTプラットフォーマーとは、インフラ／
設備から得られるデータの維持管理の高度化
に必要なプラットフォームを提供する企業
だ。従来からスマートシティにかかわり都市
インフラの管理に携わってきた企業が、IoT
技術活用の有用性に着目し、プラットフォー
ム型のビジネスモデルに転換し始めている。
たとえばシーメンスは「MindSphere」を提
供し、現場のデバイスから情報を収集、分析
して管理状態の可視化や予知保全を実現して
いる。またシスコは「Kinetic」を提供し、
デバイスとアプリケーションが高度に分散化
されたIoT環境で、データの取得から処理、
管理を可能にするソフトウエアを提供してい
る。これらの企業は、自治体やインフラ事業
者が主導するスマートシティプロジェクトの
中で、IoT技術を活用したインフラ・設備管
理のスマート化に軸足を置いたソリューショ

図1　スマートシティのプラットフォーマー類型
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ンを構築・運用する。
ITプラットフォーマーとは、いわゆる

GAFA、BATと呼ばれる巨大IT企業だ。エ
ンドユーザーとの直接接点や、巨額の投資体
力を持つ強みを活かし、ECやSNS、金融、
娯楽だけでなく、スマート家電やモビリテ
ィ、エネルギーサービスのスマート化など、
相次いでスマートシティに関連する分野に参
入し始めている。グーグル（米）は、グルー
プ傘下のSidewalk Labs社を通じて、ニュー
ヨーク市やトロント市などでのスマートシテ
ィの取り組みに関与している。またアリババ

（中）は、同本社のある浙江省杭州市や、中
央政府が国家の一大事業として推進する雄安
新区などに関与している。まだ初期的な取り
組みではあるが、スマートシティと接点の薄
かった企業がシンボリックなプロジェクトに
関与していることは注目に値する。

図 1 の通り、IoTプラットフォーマーもIT
プラットフォーマーも「データの収集→解析
→利用」という一連のデータ流通基盤の中核
となるICT基盤を構築し、スマートシティに
関連する住民や企業、行政のエコシステム作
りの中核に位置付けられる。IoTプラットフ
ォーマーは、IoT機器のネットワーク基盤
や、ストレージされたデータの解析、アプリ
開発の環境を提供し、ほかのSIerやERPベン
ダー、アセットメーカーなどを巻き込んだエ
コシステムの構築を目指している。ITプラ
ットフォーマーは、個人IDや、属性／ライ
フログのデータプラットフォームとデータ解
析や地図データとの紐付けができていること
を活かし、他社をエコシステムに巻き込みな
がら、オンラインからオフラインまでのデジ
タルサービスの統合を目指している。

Ⅲ	プラットフォーマーの
	 ビジネスモデル

スマートシティのプラットフォーマーとし
ては、シスコ、シーメンス、グーグル、アリ
ババに注目し、スマートシティにどのように
関与しているかを概観する。シスコ、シーメ
ンスはIoTプラットフォーマーであり、シス
コは通信機器設備の管理基盤として、シーメ
ンスはハードウエアを提供している顧客に対
するO&M高度化の仕掛け作りを提供してい
る。一方、グーグル、アリババはITプラッ
トフォーマーとしての技術的な強みに加え、
オンライン上のパーソナルデータを持ってい
ることを強みとする一方、都市インフラの
IoTプラットフォームの領域にも進出し始め
ている。

1	 シスコ
スマートシティにおけるプラットフォーマ

ーとしては、長年シスコが自治体向けのプロ
ジェクトで多くの実績を挙げてきた。同社は
通信インフラとセットでデータ連携基盤とな
る「Kinetic」を提供し、主に大都市のブラ
ウンフィールドにて都市インフラからのデー
タを収集し、行政の運用効率化につながるサ
ービス創出のためのエコシステムを構築して
いる。

シスコの提供するスマートシティ向けIoT
プラットフォームKineticは2016年に同社が
買収したJasper Technologies社の基盤がベ
ースとなっている。同社のプラットフォーム
は都市における多様なデバイスからのデータ
を統合的に収集し、外部パートナーや顧客が
活用可能な形で管理することに主眼が置かれ
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ている。そのため、同社のプラットフォーム
が提供する機能は、多様なデバイスとのコネ
クティビティ、大容量データ収集および効率
的なデータ処理、適切なアプリケーションへ
のデータ移動およびセキュリティの確保がメ
インとなっている。

シスコの本業は通信機器設備を基点とした
ICT基盤の導入である。スマートシティプロ
ジェクトにおいては、同社のコンサルティン
グチームが大都市の自治体と協働で、行政運
用の効率化に向けたICT利活用の指針を策定
した上で、自社の通信機器を活用したデータ
収集を行うための通信機器設備、および
Kineticによるデータプラットフォームの導
入を行っている。同社では用途ごとのハード
ウエアやアプリの開発は外部パートナーに依
存しており、自社では通信基盤とデータ連携
基盤の提供に注力し、通信設備機器やデータ
連携基盤の利用料を売上のメインとしてい
る。外部パートナーにはコンサルティング会
社やSIer、ソフトウエアベンダーなどが含ま
れるが、こうした自社のデータ連携基盤を中
心としたエコシステムを構築するため、
KineticのAPIをソフトウエアベンダーに公
開したり、スマートシティにおける革新的な
技術に対して10億ドルの融資プログラム注4

を提供したりしている。
シスコは既に25カ国で、40以上のスマート

シティ・スマートビルのプロジェクト経験を
有している。特にバルセロナプロジェクトで
は都市内のWi-Fi網を中心としたICT基盤を
整備し、都市インフラの効率化・高度化を実
現し、雇用創出と取引増加に伴う年間約89億
ユーロ（約 1 兆円）の経済効果を生み出した
としている注5。具体的には照明やバス、廃

棄物処理、駐車場などのインフラ設備にセン
サーを設置し、稼働データや市中データを収
集することで、行政運用の可視化・効率化お
よびデータを活用したイノベーションの促進
を進めている。同社はまた日本でも京都府と
スマートシティ整備に向けた提携を2015年か
ら始めており、ICT基盤の整備を基点とした
都市のスマート化を支援している。

2	 シーメンス
都市内のインフラ事業者やデベロッパーに

対して、ハードウエア（OT）を提供する企
業の中から出てきたITプラットフォーマー
としてはシーメンスが挙げられる。同社はユ
ーティリティや鉄道、ビル設備などの都市イ
ンフラのハードウエアを提供しつつ、その
O&Mの高度化・効率化を実現し、そこから
得られるデータを活用したオンラインサービ
スを提供する基盤となる同社のIoTプラット
フォーム「MindSphere」を、都市OS（Oper-
ating System of a city）と銘打っている。

シーメンスは自社IoTプラットフォームの
導入により、ハードウエアを提供している顧
客に対して、O&Mの効率化・高度化、高い
付加価値のあるソフトウエアおよびオンライ
ンサービスの提供を企図している。同社の一
般的なプロジェクトでの営業利益率は、ハー
ドウエア販売が 5 〜25％なのに対して、アフ
ターサービスが20〜25％、ITソフトウエア
が30％以上となっている注6。

MindSphereを含むシーメンスのスマート
シティ向けソリューションは、 4 つのレイヤ
ーから構成される。まずは、①同社が提供す
るハードウエア（および外部パートナー提供
のハードウエアも含む）。同社のハードウエ
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アには、ユーティリティ関連の発電機やグリ
ッド網、鉄道関連として鉄道車両やシグナリ
ングシステム、ビル向けの計装設備や空調、
セキュリティ機器が含まれる。その上に、②
さまざまなハードウエアからのデータを一元
的に収集・管理・解析するための基盤となる
MindSphereが位置付けられる。MindSphere
はクラウドベースのPaaS型で提供され、他
社デバイスも含む多様な機器とのAPI連携
や、用途を問わないデータ解析基盤として機
能している。③MindSphere上には用途ごと
のO&M用のソフトウエアプラットフォーム
が存在している。たとえば、ビルオーナー向
けに維持管理にかかわるエネルギー消費や、
修繕データを管理するNavigatorなどはこれ
にあたる。その上には、④顧客ごとのオンラ
インサービスのユースケースがあり、エネル
ギー消費効率化や予兆保全などのソリューシ
ョンがここに位置付けられる。

③の一部や④に関しては、積極的に顧客や
外部パートナーとの協働を行い、アプリケー
ションの創出を行うためのエコシステムの構
築を進めている。MindSphereのAPIをソフ
トウエア開発者へ開放するだけでなく、アプ
リマーケット上での販売を可能にしたり、開
発者とのレベニューシェアルールの設計を行
ったりしている。また、個別ユースケースの
開発にあたっては、シーメンスは世界37都市
にMindSphere Application Centerを設置し、
顧客や外部パートナーとオンラインサービス
のユースケースを創出するための場作りを進
めている。

また、同社は自社でもオンラインサービス
領域を強化している。2018年には、ビル内の
テナント従業員向けアプリを提供する米

Comfy社や、省エネやスペース効率化ソリュ
ーションを提供するためのセンシングデバイ
スを提供する米Enlighted社などを立て続け
に買収し、インフラ基点のサービス提供だけ
でなく、テナントや都市住民向けのオンライ
ンサービスのラインナップを強化している。

3	 グーグル、アリババ
ITプラットフォーマーは、ECサイトや検

索エンジン、SNSなどのWebサービスでプラ
ットフォーム型のビジネスモデルの成功体験
を獲得し、プラットフォームの巨大化とパー
ソナルデータの収集・寡占などで影響力を拡
大してきた。図 2 に示されるように、グーグ
ルもアリババもWeb／オンラインサービス
の領域において多層的なサービスを提供して
いる。たとえばグーグルは、自社のWeb／
オンラインサービスで収集したデータをグー
グルアカウントで統合しているが、その中に
はGoogle Mapの位置データと紐付けられた
オフラインの行動データも含まれ、ユーザー
のオンライン／オフラインのライフログを蓄
積している。そうして蓄積されたデータを解
析するアナリティクス機能を具備し、一部解
析機能はTensorFlowなどとして開発者向け
に公開中だ。またアリババも、グループ内の
地図サービス子会社である高徳地図や、クラ
ウドストレージ子会社であるアリババクラウ
ド（阿里雲）を通じて、同様のレイヤー構造
のサービスを提供している。

グーグルもアリババも、データ解析／AI
技術やアプリ開発などの技術的な強みに加
え、地図・GISデータや個人情報、Webログ
などに代表されるオンライン上のパーソナル
データを持っていることを強みとし、都市住
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民向けの生活サービスや行政サービスのスマ
ート化だけでなく、交通管制などのインフラ
管理の高度化にも影響を及ぼしつつある。図
2に示される通り、Web／オンラインサービ
スの領域から、都市インフラのIoTプラット
フォームの領域にも進出し始めている。

スマート家電やモビリティ、エネルギーを
中心としたスマートシティ系の領域は、
GAFAやBATなどのITプラットフォーマー
の次の成長領域と見られている。デジタルネ
イティブと呼ばれるWebサービスの利便性
に慣れ親しんだ世代が増加し、都市住民の生
活の中にECやSNSなど、ITプラットフォー
マーが提供するオンラインサービスが当たり
前のように溶け込んでいる中で、ITプラッ
トフォーマーの事業領域を拡大できる余地が

まだあると考えているからだ。たとえば小口
配送の物流サービスの高度化や、スマートス
ピーカーによる家電コントロールなど、フィ
ジカル空間のサービスとの融合、次世代の通
信サービスにより激増するデータのトランザ
クションを集約し解析、意味化するクラウド
サービスの提供などが考えられる。

グ ー グ ル は、2017年、 関 連 会 社 で あ る
Sidewalk Labs社を通じてトロントのウオー
ターフロント地区の再開発を担う行政主体で
あるWaterfront Torontoと協定を結び、約
4.9haのQuayside地区の開発を進めることで
合意した。エネルギー消費の最適化、安価な
住宅の供給、交通渋滞の解消など、都市が直
面する困難に対する解決策を、企業やスター
トアップと連携し生み出す、持続可能な都市

図2　グローバル：各社のスマートシティにおけるプラットフォーム
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を作ることを目標として掲げており、2022〜
23年頃の街開きが予定されている。

グーグルが手掛けるスマートシティの取り
組みとしては、Quayside地区内での高精度
かつリアルタイムで更新される3D地図の構
築が挙げられる。Quayside地区全域に整備
された大気汚染や騒音、交通量を測定するセ
ンサー、道路の状況などを把握するためのビ
デオカメラなどのデータを、Sidewalk Labs
社が構築する3Dマップ上にリアルタイムに
統合する計画である。これにより、都市のバ
ーチャルモデルを構築し、データの機械学習
を通じて、 5 、15、30分後の都市活動状態を
予測することが可能になる。たとえば車や歩
行者の動的データを収集し、交通状況に応じ
て点灯時間を自動で変更する信号を整備する
ことが可能になる。

アリババは、グループ傘下のクラウド・サ
ービス・プロバイダーであるアリババクラウ
ドを通じて、「ET City Brain」という都市
OSのPaaSを構築している。ET City Brainは
統合計算PF、データリソースPF、AIサービ
スPF、ITサービスPFの4レイヤーから構成
されている。フルスケールの都市全体のリア
ルタイムな計算力と、エクサバイトクラスの
ストレージ能力とペタバイトクラスの処理能
力により、何百万もの交通ビデオカメラの計
算をリアルタイムに実装できる。これにより
①都市イベント（災害、事故、事件など）の
検知とスマートな処理、②地域コミュニティ
と公共空間のセキュリティ確保、③交通渋滞
と信号制御、④公共交通機関と運行車両配置
などを実現できる。

ET City Brainは、中国の複数の都市で採
用されている。一例として杭州市では、道路

に設置した約4000台のカメラから得られるリ
アルタイムの情報を分析する高度交通管理シ
ステムを提供している。異常な行動を取る車
の自動検知や、交通状況に応じた信号機の点
滅を自動で切り替え可能にした。ET City 
Brainは中国国外にも輸出され始めており、
2018年 1 月にマレーシア・デジタルエコノミ
ー公社（MDEC）とクアラルンプール市政
府（DBKL）が連合発表を行い、クアラルン
プールでET City Brainを導入すると発表し
た。中国以外でET City Brainを初導入した
事例となった。

Ⅳ	プラットフォーマーの
	 果たす役割

プラットフォーマーは、データ駆動型スマ
ートシティが目指すデータの利活用に必要な
技術やデータ解析、学習に強みを持ってい
る。プラットフォーマーの存在は、自治体や
インフラ事業者などスマートシティ構築のプ
ロジェクトオーナーから見て、次の 3 つの重
要な機能を果たす。

1	 ICTインフラの共同利用の促進
今後、次世代通信の普及に伴って、データ

通信量や処理量が爆発的に増加し、ITシス
テムが複雑化することが想定される。スマー
トシティにかかわる企業や自治体が個別に
ITシステムへの投資をすると、非効率であ
る上に、投資体力を持たない中小企業やベン
チャーが参入しづらくなる。スマートシティ
プロジェクトが一部の大企業に独占されかね
ず、プロジェクトの公共性の高さと相反して
しまうことになる。



44 知的資産創造／2019年7月号

このような問題を回避するために、必要な
ICT機能を必要な分だけ利用できるXaaS（ア
ズアサービス）型のモデルを活用することが
必要だ。プラットフォーマーがクラウドスト
レージ、データ解析ツール、BI（ビジネス
インテリジェンス）ツールなどのICTインフ
ラを集約して投資し、不特定多数の企業が
XaaS型で利用可能になるサービスモデルを
提供することによって、スマートシティにか
かわる企業や自治体のICT投資を抜本的に効
率化することができる。

このようなメリットが期待できる一方、プ
ラットフォーマーがICTインフラを集約投資
することに対して、プラットフォーマーによ
るベンダーロックインを促進し、健全な市場
競争を妨げるのではないかという批判もあ
り、集約と分散の適切なバランスをとる必要
がある。たとえばSidewalk Labs社のトロン
ト市の取り組みでは、同社が都市から収集し
たデータは他社に無償で提供される方針であ
る。また、中国のスマートシティでは複数の
プラットフォーマーがプロジェクトに関与
し、特定のプラットフォーマーを偏重しない
ようにしている。

2	 分野横断的なデータ基盤の提供
都市から集まるデータから効果的な意味情

報を得るためには、網羅性・正確性・更新頻
度の高いデータ基盤（データレイクやデータ
ウエアハウスと呼ばれる、都市から集まるデ
ータの集約体）の構築が必要である。各社・
自治体が個別にデータ基盤を整備すると非常
にコストがかかるため、少しずつデータを提
供し合い、協同で完成させてデータ基盤を共
有した上で、各社の利用目的に応じてデータ

マート（ユースケースごとに最適化され整備
されたデータ）に加工することが必要であ
る。

プラットフォーマーは、クラウドストレー
ジ上にデータを集約し、データの加工・整理
を一元化することができるため、このような
分野横断的なデータ基盤を効率的に構築する
役割を担い得る。たとえばグーグルは、デー
タレイクやデータウエアハウスをGoogle 
Cloudプラットフォーム上に構築し、異なる
データ管理サービス間のデータ移行をサポー
トしている。仮にプラットフォームがなけれ
ば、分野横断的なデータ整備ルールを統一
し、都市単位の分野横断型のデータ基盤を整
備することが必要である。EUによる研究開
発の結果誕生した「FIWARE」は、そのよ
うなオープンソフトウエアの一つであるが、
スマートシティ分野全般に広がっているとは
言えず、課題がある。

3	 アプリケーションの
	 開発・流通基盤の提供

プラットフォーマーは、自社のプラットフ
ォームを自社や自社の顧客以外の外部パート
ナーに開放している。これにより、外部パー
トナーが自社のプラットフォームの上でアプ
リを開発し流通することを可能にしている。
たとえばシーメンスは外部パートナー企業向
けにアプリ開発キットを提供するとともに、

「Marketplace」を通じて、外部パートナー
製のアプリを自社の顧客向けに流通させてい
る。またシスコは、「Kinetic」上のオープン
APを通じて、外部パートナーのソフトウエ
アベンダーやアプリ開発者が公共サービスを
提供する機能を提供している。
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プラットフォーマーは、このようなアプリ
の開発・流通基盤の外部パートナーへの提供
を通じて、複数の企業を自社のエコシステム
の中に取り込み、オープンイノベーションの
推進を志向している。スマートシティは公共
性の高いプロジェクトが多く、このようなオ
ープンイノベーション志向型のアーキテクチ
ャとの親和性は強い。またアプリのバリエー
ションが増えることは、プラットフォームの
利用者の利便性を高め、スマートシティをよ
り魅力的にすることも期待される。

Ⅴ	日系企業における
	 プラットフォームビジネス

スマートシティにかかわる日系企業の中に
も、この分野におけるプラットフォーム型ビ
ジネスの確立を目指し始めている企業がい
る。具体的にはNEC、日立製作所である。
本章では、各社のプラットフォーム型ビジネ
ス構築に向けた戦略を分析する。

1	 NEC
日本企業のうち、シスコのように自治体向

けに行政運用の効率化を進めてきた企業とし
てはNECが挙げられる。同社ではこれまで、
都市内の多様なインフラ間のデータ連携基盤
として欧州で普及が進んでいる「FIWARE」
を活用したデータ連携基盤の整備と、同社の
持つ画像解析技術や生体認証技術およびアナ
リティクスを活用したシステム構築を強み
に、自治体向けのスマートシティ案件を受注
している。

2017年にはポルトガルのリスボン市におい
て、市内の10個のシステムと外部パートナー

（空港、鉄道、交通局、環境関係、エネルギ
ー、警察など）の持つ30のシステムを、同社
の提供する「クラウド・シティ・オペレーシ
ョン・センター」で統合管理できるようイン
フラを構築した。オペレーションセンターで
は、同社の画像解析技術を応用した違法駐車
車両や、不審物の置き去り検知などのシステ
ムが導入されている。

同社は、20年までの中期経営計画でも、グ
ローバルでの成長戦略として公共安全・デジ
タル政府・スマート交通分野向けソリューシ
ョンを「Safer Cities」というコンセプトで
掲げており、自治体向けビジネスは今後も注
力領域である。自治体向けのビジネスモデル
では個別のSI事業にとどまるだけでなく、行
政における社会保障の給付金管理や交通運行
管理、資産管理などの共通性の高いシステム
をSaaS型で提供するリカーリング型のビジ
ネスモデルへの転換を図っている。

18年 1 月には、警察向けの犯罪事案管理シ
ステムや徴税・社会保障給付ソリューション
に強みを持つ英Northgate Public Services
社、同年12月には介護・在宅医療向けプラッ
トフォームや教育領域での学習管理システム
に強みを持つデンマークKMD社をそれぞれ
立て続けに買収し、FIWAREを活用したデ
ータ連携基盤に加えて、同社の解析技術とこ
うした「共通業務プラットフォーム」を提供
することで、個別のSI事業だけでなく、
SaaS型でのビジネス機会の獲得を目指して
いる。

2	 日立製作所
国内企業において、シーメンスと同じく多

様な都市インフラのハードウエアを提供して
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きた企業としては日立製作所が挙げられる。
同社はユーティリティ関連の事業や、鉄道事
業、ビル設備における昇降機および日立ジョ
ンソンコントロールズ空調が提供する空調・
ビルオートメーションなど、都市におけるハ
ードインフラを多く提供している。

同社は15年に日立データシステムズ（現：
日立ヴァンタラ）が買収したPentaho社のア
ナリティクスソフトウエアを中核とするIoT
プラットフォーム「Lumada」を提供してい
る。 位 置 付 け と し て は シ ー メ ン ス の
MindSphereと同じく、同社の提供するハー
ドウエアから得られるデータを収集・解析
し、顧客や外部パートナーとの協創により、

個別ユースケースやアプリケーションを作っ
ていく仕組みとなる。ただし、Lumadaは他
プラットフォームほど、外部パートナーによ
るSIやアプリ開発を前提としているわけでは
ない。

2019年に発表された「2021中期経営計画」
では、スマートシティを今後の注力テーマと
して挙げている。ビルシステムを中心とした
都市インフラとコネクテッド家電および
Lumadaをスマートシティ向けのトータルシ
ステムとして、ファイナンスを含むサービス
事業モデル「Smart Life Infrastructure as a 
Service」を模索している。今後は稼働デー
タの活用によるTCOの低減や、オープンデー
タ化によるエコシステム構築を目指している。

Ⅵ	日系企業の事業展開への示唆

今後、スマートシティにおけるプラットフ
ォーマーの果たす役割が大きくなると想定さ
れる一方で、日系企業のプラットフォームビ
ジネスの取り組みは、海外の先進的なプラッ
トフォーマーの取り組みに比べ、いくつかの
観点から課題があると筆者は考える。

一つ目の課題は、自社のIoTプラットフォ
ームを外部パートナーに公開し、オープンイ
ノベーションを促す仕掛けが弱い点だ。スマ
ートシティにおけるプラットフォームに期待
される役割は、スマートシティにかかわる都
市住民や企業、行政など、プラットフォーマ
ー以外のステークホルダーを巻き込んだエコ
システムを形成することにある。海外のプラ
ットフォーマーは、自社のプラットフォーム
を外部パートナーに公開し、自社のエコシス
テムに巻き込もうとする仕掛け作りで先行し

図3　日本：各社のスマートシティにおけるプラットフォーム
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ている一方で、日系企業は、自社のプラット
フォームを自社のシステム開発事業やアプリ
ケーションの開発のために使うという発想が
強く、オープンイノベーションを促す仕掛け
が遅れている。

グローバルに考えれば、日系企業はシスコ
やシーメンスなどよりもシェアが低く、フォ
ロワーである分野が多い。日系企業のプレゼ
ンスを強めるためには、外部パートナーにい
かに自社のプラットフォームを魅力的に見せ
るかが重要だ。たとえば、開発者ツールの充
実化やエンジニアリングの支援などで外部パ
ートナーを支援することや、世界各地にソリ
ューションセンターを設定し、自社のプラッ
トフォームを活用した先駆的なユースケース
を現地にPRすることなどが考えられる。

もう一つの課題は、プライバシーの保護や
不適切なデータ使用を巡って世界的なデータ
保護主義の議論が勃発し、プラットフォーマ
ーに対する逆風が見られることだ。たとえば
トロント市のSidewalk Labs社の取り組みで
は、プライバシー保護のあり方への疑問の声
が有識者から提示されたり、市民団体が同社
を相手に訴訟を起こしたりする事態になった。

日系企業にとってこのトレンドはチャンス
である。既存のプラットフォーマーとは異な
る、データ保護を重視した手段によってスマ
ートシティへ関与することで勝ち筋が見いだ
せる。参考になるのは、NTTがラスベガス
市に対し、高解像ビデオカメラ、音響センサ
ーおよびIoTデバイスを配備し、ラスベガス
市職員の現場状況認識に役立つ情報を収集・
分析するソリューションを提供した事例だ。
NTTはデータの所有権を放棄し、ラスベガ
ス市が保有することや、プライバシーの保護

が必要なデータを監視対象の現場に近いとこ
ろに置かれたマイクロデータセンターで短期
間保持し、マスキング済みのデータだけをク
ラウドに飛ばすなどの工夫をすることで、デ
ータ保護に特徴を持たせている。

スマートシティにおけるデータ活用が今後
ますます重要になるにつれ、プラットフォー
マーがスマートシティ分野に与える影響は大
きくなると想定される。海外のプラットフォ
ーマーは先行しているが、プラットフォーム
に対するユニークさやオリジナリティが醸成
されれば、日系企業の参入拡大余地は十分に
あると想定される。今後の日系企業の躍進に
期待したい。
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5	 シスコシステムズ合同会社「スマートシティの

事例」（2016年11月）
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